
別紙２

 1. 重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法												
 　　該当なし															
(2) 固定資産の減価償却の方法
　　・建物、車両運搬具、器具及び備品…平成19年3月31日以前に取得したものは、旧定額法、
　　　平成19年4月1日以降に取得したものは定額法											
　　・ソフトウェア…定額法													
　　・リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産…リース期間を耐用年数とし、
　　　残存価額を零とする定額法													
(3) 引当金の計上基準														
　　・退職給付引当金の計上基準													　
　　　一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に基づき、当期末における
　　　退職金要支給額を計上しています。												
　　・賞与引当金の計上基準													
　　　職員賞与の翌年度支給見込み額の内、当年度の負担に属する金額を計上しています。						
　　・徴収不能引当金の計上基準
　　　徴収不能の発生が僅少の為、徴収不能引当金の計上を行っていません。
(4) 消費税の取扱い														
 　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。										
(5)リース取引の処理方法														
　　・所有権移転ファイナンス・リース取引												
　　　該当なし															　
　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引											
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を適用しています。
　　　なお、取得したリース物件の価額に重要性が乏しい場合は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
　　　会計処理を行っています。
　　　有形リース資産の内容
　　　　その他の固定資産
　　　　送迎車輌(車輌運搬具)													
　　　無形リース資産の内容
  　　　該当なし
　　・オペレーティング・リース取引												
　　　有形リース資産の内容
　　　　その他の固定資産
　　　　カーテン　

 2. 重要な会計方針の変更
　該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度及び一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済会
の実施する退職給付金制度を採用しています。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっています。
(1) 特別養護老人ホーム　たちばなの里別館永楽 
　　拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)
(2) 拠点区分資金収支明細表（会計基準別紙３(１０)、拠点区分事業活動明細表（会計基準別紙３(１１)
(3）拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　特別養護老人ホーム　たちばなの里別館永楽										　
　　　短期入所生活介護　（介護予防含む）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
　該当なし

 7. 担保に供している資産
　担保に供している資産は以下のとおりである。											
　建物（基本財産）916,901,209円																		　
　担保に供してる債務の種類および金額は以下のとおりである。
　独立行政法人福祉医療機構から設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）329,925,000円

計算書類に対する注記（たちばなの里別館永楽拠点区分用）

基本財産の種類
建物

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
943,448,907
943,448,907

0
0

26,547,698
26,547,698

916,901,209
916,901,209



  

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　該当なし

11. 重要な後発事象
　該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
　　するために必要な事項

　該当なし

60,946,551合計

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
55,945,117
354,000
4,647,434
60,946,551

0
0

未収補助金 0
0

55,945,117
354,000
4,647,434

事業未収金
未収金

47,175,863
336,988,232合計 1,273,160,876

19,271,435
936,172,644

42,488,699
2,274,691

0

916,901,209
916,901,209

6,285,3352,412,473
12,011,967
963,853
10,280

減価償却累計額 当期末残高

1,206,713,578
1,206,713,578

取得価額

289,812,369
289,812,369

器具及び備品
有形リース資産
その他の固定資産

小計

8,697,808
54,500,666
3,238,544
10,280

建物

66,447,298

基本財産
建物

小計
その他の固定資産


